
平成２７年度

労働基本調査報告書

登　別　市



　　　　平成２８年９月

　平素から、本市労働行政の推進に対しまして、格別のご理解とご協力を賜り厚
くお礼申し上げます。
　さて、室蘭管内の経済は、平成２８年に入ってから、「景気が良い」と感じている
企業の割合から「景気が悪い」と感じている企業の割合を引いた、景気の判断指
数の業況判断ＤＩがすべての業種でマイナスとなり、今後の景況感についても先
行きが不透明な状況が続くと見られております。
　一方、同管内の有効求人倍率については、全道平均を上回る高い水準が続い
ており、特に平成２８年３月卒業の新規高卒者の求人倍率は２倍を超えるなど、
求職者にとっては選択の幅が広がる半面、事業所は人手不足に直面する売り
手市場となっています。
　こうした中においても、若年者の早期離職の傾向は続いており、安定した人材
の確保のため安心して働ける職場環境の整備や就職におけるミスマッチの防止
が急務となっております。
　本書は、市内の民間事業所における労働環境・各種制度等の実態を整理する
とともに課題を把握し、勤労者のゆとりある生活の確保などに向けて今後の労働
施策を推進するための基礎資料を得ることを目的として実施し、結果を取りまと
めたものです。
　この調査結果は、調査方法や調査内容については限られたものであり、実態
把握としては不十分な面もありますが、参考資料として、広く御活用いただけれ
ば幸いと存じます。
　本調査に御協力いただきました各事業所の皆様に厚くお礼を申し上げますとと
もに、今後とも一層のご指導、ご協力をお願い申し上げます。

は　　じ　　め　　に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登　別　市　長　　　小　笠　原　　春　一
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１．調査の目的

２．調査事項
（１）事業所の概況
（２）従業員の雇用状況
（３）賃金
（４）一時金・諸手当（正規従業員）
（５）正規従業員の労働時間等
（６）年次有給休暇
（７）定年・再雇用・退職金
（８）母性等の保護制度及び男女共同参画社会
（９）パートタイマー

３．調査期日

４．調査対象

５．調査方法

６．調査回答状況
　３６５事業所を対象に調査を実施した結果、３４．０％にあたる１２４事業所か
ら回答を得た。

Ⅰ　調　査　の　概　要

　登別市内の民間事業所における労働環境・各種制度等の実態を整理するとともに
課題を把握し、勤労者のゆとりある生活の確保などに向けて今後の労働施策を推進
するための基礎資料を得ることを目的とする。

　平成２７年１２月末現在で調査を実施。ただし、初任給については平成２７年４
月１日現在で調査を実施。

　市内事業所を対象としたが、農業、林業、漁業、工業、公務及びサービス業のう
ち飲食店を除いた。
　また、市内に本店及び支店、営業所がある場合は本店で一括調査を行い、市内に
本店がない場合は、各支店、営業所で調査を行った。

　対象事業所に調査票を送付し、返信用封筒により回収した。

-1 -



７．用語の説明

　

　　　　　　（清掃、雑役、警備等）

　

パート　～　パート、アルバイト等、またはこれに類似する名称で呼ばれる人

労務系　～　技術、技能を必要としない単純作業に従事する人　

技術系　～　資格を有する作業、または技術的訓練を基礎とした作業に従事する人

事務系　～　技術、労務以外の人で、主として事務的、経理的、営業的な部門に従
　　　　　　事する人

　　　　　　（技術職、専門職、大工、電工、整備士、看護師等）
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１．回答事業所の内訳

　業種別・規模別回収状況

4 5 10 20 30 100 不

人 ～ ～ ～ ～ 人

以 9 19 29 99 以 明

下 人 人 人 人 上

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 67 30 4 9 10 4 2 1 0 37

製　造　業 25 12 2 2 0 2 4 1 1 13

卸 小 売 業 101 24 5 9 6 3 0 0 1 77

サービス業 100 35 5 7 6 6 3 3 5 65

そ　の　他 72 23 3 8 7 2 2 1 0 49

計 365 124 19 35 29 17 11 6 7 241

- 15.3% 28.2% 23.4% 13.7% 8.9% 4.8% 5.6% -

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

規　模　別　回　答　数

Ⅱ　調　査　結　果

　業種及び従業員規模による各区分毎の調査対象事業所数並びに回答事業所数を示し
たものです。

　調査対象３６５事業所のうち有効回答を得たのは１２４事業所（回答率３４．０％)
で、業種別回答率では製造業が４８．０％と最も高く、卸小売業が２３．８％と最も
低くなっています。

割合

区　分

調
査
票
発
送
数

未
回
答
事
業
所
数

回
答
事
業
所
数

67

18.4%

25

6.8%

101

27.7%

100

27.4%

72

19.7%

業種別調査対象事業所数

計365件

単位：社

30

24.2%

12

9.7%

24

19.4%

35

28.2%

23

18.5%

回答事業所数

計124件

単位：社

建設業 建設業

製造業

製造業

卸小売業

卸小売業

サービス業 サービス業

その他 その他
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≪正規従業員≫

≪パートタイマー≫

≪派遣社員≫

　従業員数（平成２７年１２月末日現在）

従
業
員
数

従
業
員
数

従
業
員
数

社 30 4 9 10 4 2 1 8 8 0 0 0 1 1 0 0 0

人 432 14 64 146 70 38 100 13 13 0 0 0 1 1 0 0 0

社 11 2 2 0 2 4 1 8 1 5 2 0 2 2 0 0 0

人 363 7 13 14 52 170 107 120 2 54 64 0 4 4 0 0 0

社 23 5 9 6 3 0 0 15 7 6 1 1 0 0 0 0 0

人 213 13 42 92 66 0 0 292 12 51 24 205 0 0 0 0 0

社 30 5 7 6 6 3 3 22 11 4 3 4 3 3 0 0 0

人 1,220 18 60 84 93 110 855 651 25 34 77 515 10 10 0 0 0

社 23 3 8 7 2 2 1 10 7 0 3 0 3 3 0 0 0

人 483 3 62 84 22 89 223 91 17 0 74 0 9 9 0 0 0

社 117 19 35 29 17 11 6 63 34 15 9 5 9 9 0 0 0

人 2,711 55 241 420 303 407 1,285 1,167 69 139 239 720 24 24 0 0 0
100.0% 2.0% 8.9% 15.5% 11.2% 15.0% 47.4% 100.0% 5.9% 11.9% 20.5% 61.7% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

計

正規従業員数 パートタイマー事
業
所
数４

人
以
下

事
業
所
数

区　　分
５
人
以
下

　
～

　
人

　
～

　
人

製　造　業

建　設　業

卸 小 売 業

サービス業

　
～

　
人

　回答事業所に属する正規従業員数は１１７社２，７１１人で、規模別では「４人以下」が
１９社５５人、「５～９人」が３５社２４１人、「１０～１９人」が２９社４２０人、「２
０～２９人」が１７社３０３人、「３０～９９人」が１１社４０７人、「１００人以上」が
６社１，２８５人となっています。
　業種別では、サービス業の３０社１，２２０人が最も多く、次いでその他の２３社４８３
人となっています。

　パートタイマーは６３社１，１６７人で、規模別では「５人以下」が３４社６９人、「６
～１９人」が１５社１３９人、「２０～４９人」が９社２３９人、「５０人以上」が５社７
２０人となっています。
　業種別では、サービス業の２２社６５１人が最も多く、次いで卸小売業の１５社２９２人
となっています。

　派遣社員は９社２４人で、規模別ではすべてが「５人以下」となっています。
　業種別では、サービス業の３社１０人が最も多く、次いでその他の３社９人となっていま
す。

割合（人）

　
～

　
人

　
人
以
上

　
人
以
上

　
～

　
人

　
～

　
人

　
人
以
上

５
人
以
下

　
～

　
人

　
～

　
人

事
業
所
数

派遣社員

そ　の　他

10

19

20

29

30

99

100 ６

19

20

49

505020

49

６

19

５

９
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３．事業所の概況・各種制度

≪労働組合、労働協約、就業規則≫

≪健康保険、厚生年金、雇用保険、労災保険、健康診断≫

　業種別事業所概況

有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 30 1 29 16 14 30 0 30 0 30 0 30 0 30 0 30 0

製　造　業 12 5 7 10 2 12 0 12 0 12 0 12 0 12 0 12 0

卸 小 売 業 24 5 18 8 15 21 2 23 0 23 0 22 1 22 1 21 1

サービス業 35 4 30 20 14 32 2 33 1 33 1 34 0 34 0 34 0

そ　の　他 23 6 17 17 6 22 1 22 1 22 1 22 1 22 1 22 1

計 124 21 101 71 51 117 5 120 2 120 2 120 2 120 2 119 2

17.2% 82.8% 58.2% 41.8% 95.9% 4.1% 98.4% 1.6% 98.4% 1.6% 98.4% 1.6% 98.4% 1.6% 98.3% 1.7%

　労働組合のある事業所は、回答事業所１２４社のうち２１社で１７．２％の組織率と
なっており、労働協約を締結している事業所は、７１社で５８．２％となっています。
　就業規則のある事業所は、１１７社で９５．９％となっています。

　社会保険(健康保険、厚生年金)及び労働保険(雇用保険、労災保険)の加入率は、すべて
約９８％となっています。
　健康診断については９８．３％の事業所が実施しています。

割合

厚
生
年
金

雇
用
保
険

労
災
保
険

健
康
診
断

区　　分

事
業
所
数

労
働
組
合

労
働
協
約

就
業
規
則

健
康
保
険

21

17.2%

101

82.8%

労 働 組 合
単位：社

71

58.2%

51

41.8%

労 働 協 約

有 無有 無

単位：社
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117

95.9%

5

4.1%

就 業 規 則

120

98.4%

2

1.6%

雇 用 保 険

120

98.4%

2

1.6%

労 災 保 険

120

98.4%

2

1.6%

健 康 保 険

120

98.4%

2

1.6%

厚 生 年 金

119

98.3%

2

1.7%

健 康 診 断

無有 無有

無有 無有

無有無有

単位：社
単位：社

単位：社 単位：社

単位：社単位：社

-6 -



４．従業員数及び前年度からの推移

≪正規従業員≫

従業員数（正規従業員）

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 30 367 43 410 45 4 49 34 5 39 45 2 47 380 52 432 49 3 52

製　造　業 11 271 110 381 49 1 50 11 0 11 22 6 28 259 104 363 48 5 53

卸 小 売 業 23 145 59 204 40 7 47 9 11 20 8 6 14 149 64 213 39 10 49

サービス業 30 646 548 1,194 174 91 265 28 51 79 46 54 100 650 570 1,220 159 95 254

そ　の　他 23 301 138 439 71 8 79 21 16 37 25 17 42 331 152 483 65 9 74

計 117 1,730 898 2,628 379 111 490 103 83 186 146 85 231 1,769 942 2,711 360 122 482

　回答事業所に属する平成２７年１２月末の正規従業員数は１１７社２，７１１人で、業
種別では、サービス業が最も多く３０社１，２２０人、次いでその他の４８３人となって
います。
　平成２７年中の採用人数及び退職人数は、共にサービス業が最も多く、採用人数が７９
人、退職人数が１００人となっています。

事
業
所
数
（

Ｈ
　
末
）

区　　　分 うち役員を除
く管理職数

平成２６年１２月末全
従業員数

平成２７年１２月末全
従業員数平成２７年

中採用人数
平成２７年
中退職人数うち役員を除

く管理職数

380
259

149

650

331

52

104

64

570

152

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

建 設 業 製 造 業 卸小売業 サービス業 そ の 他

平成２７年１２月末全従業員数

男性 女性

単位：人

27
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≪パートタイマー≫

従業員数（パートタイマー）

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 8 1 11 12 0 0 0 0 0 0 2 11 13

製　造　業 8 28 87 115 4 6 10 2 4 6 30 90 120

卸 小 売 業 15 103 191 294 35 24 59 47 20 67 91 201 292

サービス業 22 126 517 643 47 135 182 50 129 179 125 526 651

そ　の　他 10 23 45 68 9 7 16 5 14 19 39 52 91

計 63 281 851 1,132 95 172 267 104 167 271 287 880 1,167

≪派遣社員≫

従業員数（派遣社員）

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

製　造　業 2 4 0 4 0 0 0 2 0 2 4 0 4

卸 小 売 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業 3 2 7 9 1 3 4 1 2 3 2 8 10

そ　の　他 3 2 8 10 0 0 0 0 1 1 2 7 9

計 9 9 15 24 1 3 4 3 3 6 9 15 24

区　　　分

平成２６年
１２月末全
従業員数

平成２７年
中採用人数

平成２７年
中退職人数

平成２７年
１２月末全
従業員数

事
業
所
数
（

Ｈ
　
末
）

　回答事業所に属する平成２７年１２月末のパートタイマー従業員は、６３社１，１６
７人で、業種別ではサービス業の２２社６５１人が最も多く、次いで卸小売業の１５社
２９２人となっています。
　平成２７年中の採用人数及び退職人数は、共にサービス業が最も多く、採用人数が１
８２人、退職人数が１７９人となっています。

　回答事業所に属する平成２７年１２月末の派遣社員は、９社２４人で、業種別では
サービス業の３社１０人が最も多く、次いでその他の３社９人となっています。

平成２７年
１２月末全
従業員数区　　　分

事
業
所
数
（

Ｈ
　
末
）

平成２６年
１２月末全
従業員数

平成２７年
中採用人数

平成２７年
中退職人数

27

27
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≪男女別従業員数、管理者数≫

従業員数（男性）
区分 割合（人）

社 人 社 人 社 人 社 人

建　設　業 30 380 2 2 1 1 30 383 18.5%
製　造　業 10 259 6 30 2 4 12 293 14.2%
卸 小 売 業 22 149 8 91 0 0 22 240 11.6%
サービス業 30 650 12 125 2 2 33 777 37.6%
そ　の　他 20 331 4 39 1 2 20 372 18.0%

合計 112 1,769 32 287 6 9 117 2,065 100.0%

従業員数（女性）
区分 割合（人）

社 人 社 人 社 人 社 人

建　設　業 20 52 7 11 0 0 30 63 3.4%
製　造　業 9 104 8 90 0 0 11 194 10.6%
卸 小 売 業 19 64 14 201 0 0 21 265 14.4%
サービス業 28 570 20 526 2 8 34 1,104 60.1%
そ　の　他 15 152 10 52 3 7 18 211 11.5%

合計 91 942 59 880 5 15 114 1,837 100.0%

従業員数（男女合計）
区分 割合（人）

社 人 社 人 社 人 社 人

建　設　業 30 432 8 13 1 1 30 446 11.4%
製　造　業 11 363 8 120 2 4 12 487 12.5%
卸 小 売 業 23 213 15 292 0 0 23 505 12.9%
サービス業 30 1,220 22 651 3 10 34 1,881 48.2%
そ　の　他 23 483 10 91 3 9 22 583 14.9%

合計 117 2,711 63 1,167 9 24 121 3,902 100.0%

正規従業員のうち管理職者数（役員を除く）
区分 割合（人）

社 人 社 人 社 人

建　設　業 15 49 3 3 17 52 10.8%
製　造　業 6 48 1 5 6 53 11.0%
卸 小 売 業 14 39 6 10 16 49 10.2%
サービス業 23 159 9 95 24 254 52.7%
そ　の　他 11 65 7 9 14 74 15.4%

合計 69 360 26 122 77 482 100.0%
割合（人）

正規従業員 パートタイマー 派遣社員 計

正規従業員 パートタイマー 派遣社員 計

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
　場合があります。

100.0%25.3%74.7%

正規従業員 パートタイマー 派遣社員 計

計女性管理職者数男性管理職者数
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５．新卒者の採用・早期離職の状況

≪平成２５年４月～平成２６年３月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

平成２５年４月～平成２６年３月に採用した新卒者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 割合

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 1 0 0 0 0 0 0 4 0 4 0 0 0 4 0 4 4.5%

製　造　業 4 0 0 0 7 2 9 0 0 0 1 0 1 8 2 10 11.4%

卸 小 売 業 2 0 0 0 0 2 2 0 3 3 0 0 0 0 5 5 5.7%

サービス業 4 0 0 0 8 22 30 4 10 14 2 3 5 14 35 49 55.7%

そ　の　他 6 0 0 0 1 3 4 2 7 9 4 3 7 7 13 20 22.7%

計 17 0 0 0 16 29 45 10 20 30 7 6 13 33 55 88 100.0%

うち平成２７年１２月まで（採用後１年１０カ月～２年９カ月）の退職者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 割合

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 1 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 2 0 2 5.6%

製　造　業 2 0 0 0 4 0 4 0 0 0 0 0 0 4 0 4 11.1%

卸 小 売 業 1 0 0 0 0 1 1 0 2 2 0 0 0 0 3 3 8.3%

サービス業 2 0 0 0 5 13 18 1 2 3 1 0 1 7 15 22 61.1%

そ　の　他 4 0 0 0 1 0 1 1 2 3 1 0 1 3 2 5 13.9%

計 10 0 0 0 10 14 24 4 6 10 2 0 2 16 20 36 100.0%

平成２７年１２月まで（採用後１年１０カ月～２年９カ月）の退職者割合

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

社 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

建　設　業 1 - - - - - - 50.0 - 50.0 - - - 50.0 - 50.0

製　造　業 4 - - - 57.1 0.0 44.4 - - - 0.0 - 0.0 50.0 0.0 40.0

卸 小 売 業 2 - - - - 50.0 50.0 - 66.7 66.7 - - - - 60.0 60.0

サービス業 4 - - - 62.5 59.1 60.0 25.0 20.0 21.4 50.0 0.0 20.0 50.0 42.9 44.9

そ　の　他 6 - - - 100.0 0.0 25.0 50.0 28.6 33.3 25.0 0.0 14.3 42.9 15.4 25.0

計 17 - - - 62.5 48.3 53.3 40.0 30.0 33.3 28.6 0.0 15.4 48.5 36.4 40.9

高校卒

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒

中学卒 合計

合計

　回答事業所における平成２５年４月～平成２６年３月に採用した新卒者は１７社８８人
で、うち３６人が平成２７年１２月までに退職しており、採用後１年１０カ月～２年９カ
月に退職した若者の割合は４０．９％となっています。業種別では、卸小売業が最も多く
６０．０％となっています。

大学卒 合計
区分

事
業
所
数

中学卒 高校卒 短大卒

区分

事
業
所
数

事
業
所
数

区分
短大卒 大学卒
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≪平成２６年４月～平成２７年３月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

平成２６年４月～平成２７年３月に採用した新卒者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 割合
社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 6 0 0 0 2 0 2 5 1 6 0 0 0 7 1 8 12.3%

製　造　業 2 0 0 0 0 2 2 0 0 0 1 0 1 1 2 3 4.6%

卸 小 売 業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 1 6 5 1 6 9.2%

サービス業 3 0 0 0 4 13 17 3 8 11 5 0 5 12 21 33 50.8%

そ　の　他 4 0 0 0 1 7 8 2 1 3 4 0 4 7 8 15 23.1%

計 16 0 0 0 7 22 29 10 10 20 15 1 16 32 33 65 100.0%

うち平成２７年１２月まで（採用後１０カ月～１年９カ月）の退職者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 割合
社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

製　造　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

卸 小 売 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

サービス業 2 0 0 0 0 4 4 0 1 1 0 0 0 0 5 5 83.3%

そ　の　他 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 16.7%

計 3 0 0 0 0 4 4 0 2 2 0 0 0 0 6 6 100.0%

平成２７年１２月まで（採用後１０カ月～１年９カ月）の退職者割合

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
社 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

建　設　業 6 - - - 0.0 - 0.0 0.0 0.0 0.0 - - - 0.0 0.0 0.0

製　造　業 2 - - - - 0.0 0.0 - - - 0.0 - 0.0 0.0 0.0 0.0

卸 小 売 業 1 - - - - - - - - - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 3 - - - 0.0 30.8 23.5 0.0 12.5 9.1 0.0 - 0.0 0.0 23.8 15.2

そ　の　他 4 - - - 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 33.3 0.0 - 0.0 0.0 12.5 6.7

計 16 - - - 0.0 18.2 13.8 0.0 20.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.2 9.2

合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒

大学卒

　回答事業所における平成２６年４月～平成２７年３月に採用した新卒者は１６社６５
人で、うち６人が平成２７年１２月までに退職しており、採用後１０カ月～１年９カ月
に退職した若者の割合は９．２％となっています。業種別では、サービス業が最も多く
１５．２％となっています。

大学卒 合計
区分

事
業
所
数

中学卒 高校卒 短大卒

区分

区分
事
業
所
数

中学卒 高校卒

事
業
所
数

合計

短大卒
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≪平成２７年４月～平成２７年１２月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

平成２７年４月～平成２７年１２月に採用した新卒者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 割合
社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 3 0 0 0 1 0 1 2 0 2 0 0 0 3 0 3 3.1%

製　造　業 2 0 0 0 4 0 4 1 0 1 0 0 0 5 0 5 5.2%

卸 小 売 業 6 0 0 0 1 2 3 0 2 2 6 0 6 7 4 11 11.3%

サービス業 5 0 0 0 3 20 23 8 12 20 3 5 8 14 37 51 52.6%

そ　の　他 7 0 0 0 7 6 13 2 5 7 6 1 7 15 12 27 27.8%

計 23 0 0 0 16 28 44 13 19 32 15 6 21 44 53 97 100.0%

うち平成２７年１２月まで（採用後９カ月以内）の退職者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 割合
社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

製　造　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

卸 小 売 業 1 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 2 0 2 25.0%

サービス業 4 0 0 0 1 3 4 1 1 2 0 0 0 2 4 6 75.0%

そ　の　他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 5 0 0 0 3 3 6 1 1 2 0 0 0 4 4 8 100.0%

平成２７年１２月まで（採用後９カ月以内）の退職者割合

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
社 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

建　設　業 3 - - - 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 - - - 0.0 - 0.0

製　造　業 2 - - - 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 - - - 0.0 - 0.0

卸 小 売 業 6 - - - 200.0 0.0 66.7 - 0.0 0.0 0.0 - 0.0 28.6 0.0 18.2

サービス業 5 - - - 33.3 15.0 17.4 12.5 8.3 10.0 0.0 0.0 0.0 14.3 10.8 11.8

そ　の　他 7 - - - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

計 23 - - - 18.8 10.7 13.6 7.7 5.3 6.3 0.0 0.0 0.0 9.1 7.5 8.2

合計

中学卒 高校卒 短大卒 大学卒

大学卒

　回答事業所における平成２７年４月～平成２７年１２月に採用した新卒者は２３社９
７人で、うち８人が平成２７年１２月までに退職しており、採用後９カ月以内に退職し
た若者の割合は８．２％となっています。業種別では、卸小売業が最も多く１８．２％
となっています。

大学卒 合計
区分

事
業
所
数

中学卒 高校卒 短大卒

区分

区分
事
業
所
数

中学卒 高校卒

事
業
所
数

合計

短大卒
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《平成２８年４月の新卒者採用予定者数》

平成２８年４月の新卒者採用予定者数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 割合

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 4 0 0 0 3 0 3 3 0 3 0 0 0 6 0 6 8.5%

製　造　業 2 0 0 0 4 0 4 0 0 0 2 0 2 6 0 6 8.5%

卸 小 売 業 4 0 0 0 0 0 0 0 2 2 4 0 4 4 2 6 8.5%

サービス業 4 0 0 0 1 14 15 5 7 12 1 4 5 7 25 32 45.1%

そ　の　他 5 0 0 0 2 5 7 0 5 5 6 3 9 8 13 21 29.6%

計 19 0 0 0 10 19 29 8 14 22 13 7 20 31 40 71 100.0%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
　ない場合があります。

　回答事業所における平成２８年４月の新卒者採用予定者数は１９社７１人で、業種別
では、サービス業が最も多く４社３２人、次いでその他の５社２１人となっています。

大学卒
事
業
所
数

区分
中学卒 高校卒 短大卒 合計

6 6
4

7 8

0 0
2

25

13

0

5

10

15

20

25

30

35

建 設 業 製 造 業 卸小売業 サービス業 そ の 他

平成２８年４月の新卒者採用予定者数

男性 女性

単位：社
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６．平成２８年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

平成２８年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

区分

事
業
所
数
社

建　設　業 20

製　造　業 7

卸 小 売 業 19

サービス業 26

そ　の　他 17

計 89

※その他の内容
・募集はしているが応募者がいない
・新卒者は採用しても仕事にならない
・中途採用者をメインに採用
・新卒者より経験者が必要
・本所にて採用しており、権限がない

割合 62.9% 1.1% 10.1% 25.8%

10 0 1 6

56 1 9 23

1 1

15 0 5 6

14 0 0 5

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

　回答事業者における平成２８年４月に新卒者を採用しない場合の理由として最も多
かったのは「採用の必要がない」の５６社、次いで「その他」の２３社となっていま
す。

社 社社社

採用の必要
がない

業績不振
経営の合理
化のため

その他

12 1 2 5

5 0

採用の必要がない
62.9%

業績不振
1.1%

経営の合理化のた

め
10.1%

その他
25.8%

平成２８年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

56

1
9

23
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７．平成２７年１月～１２月に離職した正規従業員の離職理由

平成２７年１月～１２月に離職した正規従業員の離職理由

区分

事
業
所
数

社

建　設　業 17

製　造　業 6

卸 小 売 業 7

サービス業 18

そ　の　他 17

計 65

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
　ない場合があります。

52

296

合
計

32

46

18

148

人

1 0 0

定
年

契
約
期
間
満
了

妊
娠
・
出
産
・
育
児

介
護
の
た
め

12 21 6 2

2

0

人人 人

3 9 0

5 5 6

0 0 0

3

1 6 0

け
が
・
病
気

ス
ト
レ
ス
・
う
つ

そ
の
他
の
自
己
都
合

懲
戒
解
雇

人 人 人 人 人

0

0

1 0 45 0

0 0 250

2 3 35

0

9 1 119 1

1 0 13

　回答事業所における同期間中に離職した正規従業員数は６５社２９６人で、理由別で
は、「その他の自己都合」が最も多く２３７人、次いで「契約期間満了」の２１人とな
っています。業種別では、サービス業が最も多く１８社１４８人、次いでその他の１７
社５２人となっています。

0.7%2.0%7.1%4.1%割合 100.0%0.3%80.1%1.4%4.4%

0

13 4 237 1

定年
12
4.1%

契約期間満了
21
7.1%

妊娠・出産・育児
6

2.0%

介護のため
2

0.7%

けが・病気
13
4.4%

ストレス・うつ
4

1.4%その他の自己都合
237
80.1%

懲戒解雇
1

0.3%

平成２７年１月～１２月に離職した正規従業員の離職理由 単位：人
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８．派遣社員の活用状況

派遣社員の活用状況

区分

事
業
所
数
社

建　設　業 28

製　造　業 11

卸 小 売 業 23

サービス業 29

そ　の　他 22
活
用

活用を検討活用予定なし

計 113 9 11 93939 11

3 2 17

0 3 20

23

2 1 8

　回答事業所の中で派遣社員を活用しているのは１１３社中９社となっています。業
種別では、サービス業及びその他が最も多く３社となっています。

82.3%9.7%8.0%割合

活用予
定なし

活用を
検討

社社社

活用し
ている

1 2 25

3 3

活用している
9

8.0%

活用を検討
11
9.7%

活用予定なし
93

82.3%

派遣社員の活用状況 単位：社
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９．雇用について問題を感じていること

雇用について問題を感じていること（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建　設　業 30

製　造　業 10

卸 小 売 業 23

サービス業 33

そ　の　他 22

計 118

技術の継
承が難し

い
特にない その他

社 社 社 社 社 社 社

人材の確
保が難し

い

若年層の
定着率が

低い

従業員の
高齢化

人件費が
高い

労働時間
の短縮が
難しい

福利厚生
を充実さ
せる余裕
がない

社 社

3 2 7 2 1 0 2 0 0

19 7 16 2 5 2

2 5 003

3

3 9 1

421 4 13 2

15 1 3 2

16 6 6 0 0

20 45 8 12

1

0 2 3 0

1 4

　「人材の確保が難しい」が最も多く７４社、次いで「従業員の高齢化」が４５社となっ
ています。

4.0%22.7%10.1%37.4%割合 1.5%6.6%9.6%2.0%6.1%

4 19 13 374

人材の確保が難しい
74

37.4%

若年層の定着率が低

い
20

10.1%

従業員の高齢化
45

22.7%

人件費が高い
8

4.0%

労働時間の短縮が難しい
12
6.1%

福利厚生を充実させる

余裕がない
4

2.0%

技術の継承が難しい
19
9.6%

特にない
13
6.6%

その他
3

1.5%

雇用について問題を感じていること 単位：社

卸
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１０．インターンシップ受け入れの意向

インターンシップ受け入れの意向

区分

事
業
所
数
社

建　設　業 30

製　造　業 10

卸 小 売 業 22

サービス業 31

そ　の　他 20

計 113

4

18 30 49 16

6 2 8

3

2

6 3 17 5

1 13 6

社社

4 8 15

　回答事業所の中でインターンシップを「受け入れてもよい」「条件次第では受け入
れてもよい」と回答しているのは１１３社中４８社で、最も多いのは卸小売業の１４
社、次いで建設業の１２社となっています。

14.2%43.4%26.5%15.9%割合

1 4 3 2

受け入れ
たくない

受け入れ
たいが状
況により
難しい

条件次第
では受け
入れても

よい

受け入れ
てもよい

社社

受け入れてもよい
18

15.9%

条件次第では受け入

れてもよい
30

26.5%

受け入れたいが状況

により難しい
49

43.4%

受け入れたくない
16

14.2%

インターンシップ受け入れの意向 単位：社
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１１．新卒者（正規従業員）の初任給

≪新卒者（正規従業員）の平成２７年４月１日現在の初任給≫

（事務系）

男 女 男 女 男 女 男 女

社 円 円 円 円 円 円 円 円

建　設　業 6 - - 139,480 137,900 153,925 153,925 171,025 171,025

製　造　業 5 - - 153,400 153,400 156,600 156,600 190,240 190,240

卸 小 売 業 11 - - 147,500 141,519 157,750 148,514 174,283 169,616

サービス業 7 134,150 134,150 149,400 146,333 153,317 152,214 165,880 163,600

そ　の　他 6 175,000 - 160,175 147,940 171,625 162,500 184,020 173,400

平　　　均 35 147,767 134,150 149,300 144,294 158,315 153,117 177,220 173,956

118.6% 107.7% 113.3% 108.7% 101.2% 98.1% 103.0% 103.2%

124,600 124,600 131,789 132,712 156,401 156,118 172,014 168,563

（技術系）

男 女 男 女 男 女 男 女

社 円 円 円 円 円 円 円 円

建　設　業 9 130,000 - 159,213 146,667 156,450 158,333 169,420 176,333

製　造　業 6 - - 152,550 153,400 163,733 163,733 196,840 196,840

卸 小 売 業 6 - - 152,000 142,000 162,327 153,991 217,139 214,565

サービス業 5 129,600 129,600 141,600 142,000 156,200 156,200 175,667 175,667

そ　の　他 7 - - 172,467 164,350 186,100 181,600 189,560 189,560

平　　　均 33 129,800 129,600 155,013 150,600 165,799 166,611 190,948 191,142

94.5% 94.4% 114.0% 112.8% 102.0% 102.8% 103.4% 108.3%

137,300 137,300 135,976 133,523 162,519 162,115 184,613 176,499

（労務系）

男 女 男 女 男 女 男 女

社 円 円 円 円 円 円 円 円

建　設　業 6 - - 147,000 140,000 156,500 150,000 163,000 167,000

製　造　業 3 - - 149,750 149,750 160,250 160,250 190,000 190,000

卸 小 売 業 5 - - 142,000 142,000 163,333 163,333 180,000 176,667

サービス業 5 131,800 131,800 168,430 168,430 168,464 173,080 175,344 181,680

そ　の　他 4 - - 146,067 146,067 164,950 164,950 165,833 165,833

平　　　均 23 131,800 131,800 151,901 151,955 163,045 164,055 174,307 176,301

96.0% 96.0% 111.1% 112.2% 105.4% 105.5% 101.7% 103.8%

137,300 137,300 136,769 135,446 154,750 155,542 171,415 169,890

大　学　卒

区　　分

事
業
所
数

中　学　卒 高　校　卒 短　大　卒 大　学　卒

区　　分

事
業
所
数

中　学　卒 高　校　卒 短　大　卒

※H25調査時比

大　学　卒
区　　分

事
業
所
数

中　学　卒 高　校　卒 短　大　卒

※H25調査時平均

※H25調査時平均

※H25調査時平均

※H25調査時比

※H25調査時比
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１２．平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

社 歳 歳 歳 歳 歳 歳 円 円 円 円 円 円

建　設　業 19 52.4 46.6 46.2 38.0 49.0 44.0 283,100 177,059 279,301 240,667 264,825 217,500

製　造　業 5 45.2 45.9 50.4 42.5 31.1 - 295,750 171,501 275,333 200,000 178,367 -

卸 小 売 業 12 49.1 41.4 48.0 42.0 39.1 33.9 312,536 213,722 361,424 340,717 200,526 179,833

サービス業 22 50.7 42.4 45.2 41.4 42.5 60.0 309,679 190,497 274,057 220,769 255,873 160,000

そ　の　他 14 52.8 37.8 43.2 38.7 44.8 41.0 283,251 208,792 325,361 246,726 271,820 213,006

平　　　均 72 50.7 42.8 46.1 40.2 42.9 39.7 297,894 192,425 293,255 239,237 238,564 191,656

105.5% 102.4% 107.2% 97.6% 100.4% 95.1% 107.3% 106.8% 104.9% 120.1% 109.4% 114.2%

48.1 41.8 43.0 41.2 42.7 41.8 277,562 180,151 279,671 199,262 217,968 167,870

　平均年齢は、労務系女性の３９．７歳が最も若く、次いで技術系女性の４０．２歳とな
っています。業種別では製造業の労務系男性が３１．１歳と最も若く、次いで卸小売業の
労務系女性の３３．９歳となっています。
　平均給与月額は、事務系男性が２９７，８９４円と最も高く、次いで技術系男性が２９
３，２５５円となっています。業種別では卸小売業の技術系男性が３６１，４２４円と最
も高く、次いで卸小売業の技術系女性が３４０，７１７円となっています。

※H25調査時平均

※H25調査時比

区　　　分

事
業
所
数

平　均　年　齢 平　均　給　与　月　額

事務系 技術系 労務系 事　務　系 技　術　系 労　務　系
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１３．平均年齢・平均時間給（パートタイマー）

平均年齢・平均時間給（パートタイマー）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

社 歳 歳 歳 歳 歳 歳 円 円 円 円 円 円

建　設　業 10 - 42.8 51.0 - 36.5 45.5 1,300 814 1,000 - - 783

製　造　業 6 - 55.0 52.8 37.3 - - 764 764 880 808 - -

卸 小 売 業 19 52.0 44.9 48.0 41.0 42.3 37.8 924 1,034 1,063 818 809 791

サービス業 24 50.0 47.2 53.0 39.6 62.0 52.2 773 827 861 1,061 873 833

そ　の　他 12 - 37.3 56.7 56.6 63.0 58.7 - 820 914 1,273 890 803

平　　　均 71 51.5 43.4 53.1 44.4 55.6 49.5 895 876 913 1,072 860 810

- - - - - - 121.2% 109.4% 99.7% 111.3% 100.1% 103.6%

- - - - - - 738 801 915 963 859 782

　平均年齢では、事務系女性の４３．４歳が最も若く、次いで技術系女性の４４．４歳
となっています。業種別では建設業の労務系男性が３６．５歳と最も若く、次いで製造
業の技術系女性とその他の事務系女性が３７．３歳となっています。
　平均時間給では、技術系女性が１，０７２円と最も高く、次いで技術系男性が９１３
円となっています。業種別では建設業の事務系男性が１，３００円と最も高く、次いで
その他の技術系女性が１，２７３円となっています。

※H25調査時平均

※H25調査時比

区　　　分

事
業
所
数

平　均　年　齢 平　均　時　間　給

事務系 技術系 労務系 事　務　系 技　術　系 労　務　系
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１４．一時金（正規従業員）

一時金の支給状況

有 支給率 支給額 無 有 支給率 支給額 無 有 支給率 支給額 無
社 社 月 円 社 社 月 円 社 社 月 円 社

建　設　業 29 15 1.1 252,671 12 20 1.5 364,667 8 11 0.8 252,000 16

製　造　業 9 7 1.1 314,965 2 7 1.3 317,231 2 1 0.3 61,000 5

卸 小 売 業 23 19 1.5 350,694 4 19 1.6 355,381 3 6 0.7 145,274 12

サービス業 33 26 1.5 285,836 7 27 1.6 304,508 6 5 1.0 257,023 25

そ　の　他 20 17 1.5 279,057 3 18 1.8 289,707 2 4 0.7 145,321 13

平　　　均 114 84 1.4 295,261 28 91 1.6 325,321 21 27 0.8 191,438 71

75.0% - - 25.0% 81.3% - - 18.8% 27.6% - - 72.4%

85 1.3 269,555 57 89 1.5 300,724 53 15 1.5 267,665 127

59.9% - - 40.1% 62.7% - - 37.3% 10.6% - - 89.4%

　夏期手当は回答事業所１１４社のうち８４社が支給しており、平均支給額は２９５，２
６１円となっています。
　年末手当は回答事業所１１４社のうち９１社が支給しており、平均支給額は３２５，３
２１円となっています。
　決算手当は回答事業所１１４社のうち２７社が支給しており、平均支給額は１９１，４
３８円となっています。

※H25調査時平均

※H25調査時割合

年　末　手　当 決算（期末）手当

割合

区　　分

事
業
所
数

夏　期　手　当

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
　い場合があります。

3.4

2.7

3.8
4.1 4.0 3.8

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

建 設 業 製 造 業 卸小売業 サービス業 そ の 他 平均

一時金年間支給率 単位：月分
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１５．家族手当（正規従業員）

家族手当の支給状況

配偶者 第１子 第２子 第３子 第４子 父　母

社 社 円 円 円 円 円 円 社

建　設　業 30 13 7,000 3,091 2,800 2,889 3,000 2,500 17

製　造　業 10 8 9,929 5,357 4,833 4,860 5,550 4,067 2

卸 小 売 業 23 13 10,350 4,050 3,900 3,438 2,375 2,000 10

サービス業 33 22 10,789 5,225 4,753 3,385 3,875 3,000 11

そ　の　他 22 15 11,069 4,438 4,642 4,470 3,957 3,875 7

平　　均 118 71 9,933 4,495 4,246 3,700 3,713 3,159 47

60.2% - - - - - - 39.8%

75 10,394 4,180 4,217 5,126 3,262 3,111 67

52.8% - - - - - - 47.2%

　「支給している」事業所は回答事業所１１８社のうち６０．２％の７１社で、平均
支給額は配偶者の９，９３３円と最も高く、次いで第１子、第２子、第４子、第３子
の順になっています。
　また、「支給していない」事業所は、４７社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「支給している」事業所が７．４％増加してい
ます。

※H25調査時割合

※H25調査時平均

支
給
し
て
い
な
い

割合

区　　分

事
 

業
 

所
 

数

支
給
し
て
い
る

支　　給　　内　　容

配偶者 第１子 第2子 第3子 父母第4子

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

建 設 業 製 造 業 卸小売業 サービス業 そ の 他 平 均

家族手当の支給額 単位：円
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１６．通勤手当（正規従業員）

通勤手当の支給状況

全額支給 一部支給

社 社 社 社 社 円 社

建　設　業 29 22 6 7 9 6,000 7

製　造　業 11 10 2 5 3 7,725 1

卸 小 売 業 23 21 12 5 4 9,000 2

サービス業 32 30 14 6 10 14,007 2

そ　の　他 20 20 10 6 4 5,333 0

8,373

89.6% - - - - 10.4%

112 41 34 34 9,173 30

78.9% - - - - 21.1%

※一部支給の内容

・会社規定による

・距離による

・上限あり

115

　「支給している」事業所１０３社のうち全額支給している事業所が４４社、一部支給
している事業所が２９社、定額支給している事業所は３０社でその平均支給額が８，３
７３円となっています。
　また、「支給していない」事業所は１２社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると「支給している」事業所が１０．７％増加していま
す。

※H25調査時割合

※H25調査時合計

支
給
し
て
い
な
い

定額支給

割合

区　　分

事
 

業
 

所
 

数

支
給
し
て
い
る

支　　給　　内　　訳

合　　　計 12302944103
(平均)

75.9%
90.9% 91.3% 93.8% 100.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

建 設 業 製 造 業 卸小売業 サービス業 そ の 他

通勤手当の支給状況 支給している
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１７．燃料手当（正規従業員）

燃料手当の支給状況

現　金 現　物 現　金 現　物

社 社 円 ㍑ 円 ㍑ 社

建　設　業 30 11 74,330 0 41,617 0 19

製　造　業 11 6 86,680 0 44,344 0 5

卸 小 売 業 24 9 116,700 0 53,825 0 15

サービス業 34 22 88,850 1,333 43,165 667 12

そ　の　他 22 10 88,813 0 52,780 0 12

平　　　均 121 58 90,327 1,333 46,750 667 63

47.9% - - - - 52.1%

63 79,881 2,667 - - 79

44.4% - - - - 55.6%

　「支給している」事業所の中で、現金支給の場合は世帯主の平均で９０，３２７円、
非世帯主の平均で４６，７５０円となっています。
　現物支給(灯油)の場合は、世帯主の平均で１，３３３リットル、非世帯主の平均で６
６７リットルとなっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「支給している」事業所が３．５％増加していま
す。

※H25調査時平均

※H25調査時割合

割合

区　　分

事
 

業
 

所
 

数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

世　　帯　　主 世帯主以外

支　給　内　訳

36.7%

54.5%

37.5%

64.7%

45.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

建 設 業 製 造 業 卸小売業 サービス業 そ の 他

燃料手当の支給状況 支給している
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１８．住居手当（正規従業員）

住居手当の支給状況

持　家 借　家 その他 持　家 借　家 その他

社 社 円 円 円 円 円 円 社

建　設　業 30 9 15,125 13,875 1,250 6,000 6,000 625 21

製　造　業 11 4 8,325 6,550 1,500 2,875 2,375 0 7

卸 小 売 業 23 12 10,500 14,063 4,700 2,650 1,150 2,150 11

サービス業 34 22 9,500 20,525 4,525 2,740 14,150 2,500 12

そ　の　他 22 11 13,273 12,727 3,455 3,636 3,636 3,636 11

平　　　均 120 58 11,232 15,690 3,613 3,411 7,396 2,198 62

48.3% - - - - - - 51.7%

　「支給している」事業所は、世帯主の場合、持家で平均支給額が１１，２３２円、借
家で１５，６９０円、世帯主以外の場合、持家で平均支給額が３，４１１円、借家で７
，３９６円となっています。
　また、「支給していない」事業所は全体の５１.７％の６２社となっています。

支
給
し
て
い
な
い

世　　　帯　　　主 世　帯　主　以　外

割　合

区　　分

事
 

業
 

所
 

数

支
給
し
て
い
る

支　　　給　　　内　　　訳

30.0%
36.4%

52.2%
64.7%

50.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

建 設 業 製 造 業 卸小売業 サービス業 そ の 他

住居手当の支給状況 支給している
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１９．拘束時間、休憩時間、時間外勤務（正規従業員）

≪拘束時間≫

≪休憩時間≫

≪時間外勤務≫

拘束時間、休憩時間、時間外勤務（正規従業員）

（１週） （１週） （１カ月平均）

社 　　時間　　分 　　時間　　分 　　時間　　分

建　設　業 30 45時間20分 6時間52分 16時間0分

製　造　業 10 42時間40分 6時間21分 16時間20分

卸 小 売 業 23 44時間0分 4時間57分 21時間10分

サービス業 32 42時間40分 6時間19分 12時間50分

そ　の　他 19 44時間10分 5時間49分 24時間40分

平　　　均 114 43時間57分 6時間7分 17時間56分

43時間59分 6時間55分 16時間39分

2720 412 960

2560 381 980

2640 297 1270

2560 379 770

2650 349 1480

h 43 6 18

m 46 4 12

　１週間の拘束時間（休憩時間を含む）については平均４３時間５７分となっており、
業種別では、建設業の４５時間２０分が最も長く、次いでその他の４４時間１０分とな
っています。

　１週間の休憩時間については、平均６時間７分となっており、業種別では卸小売業が
４時間５７分と最も短く、次いでその他が５時間４９分となっています。

　１ヵ月の時間外勤務については、平均１７時間５６分となっており、業種別ではその
他が２４時間４０分と最も長く、次いで卸小売業の２１時間１０分となっています。

　平成２５年度調査時と比較すると、１週当たりの拘束時間は２分減少、１週当たりの
休憩時間は４８分減少、１カ月平均の時間外勤務は７７分増加しています。

※H25調査時平均

区　　分

事
業
所
数

拘 束 時 間
（休憩時間を含む）

休 憩 時 間 時間外勤務
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２０．週休２日制（正規従業員）

週休２日制の実施状況

完
　
全

隔
　
週

月
２
回

月
３
回

そ
の
他

実
施
予
定

検
討
中

予
定
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 30 29 5 4 5 1 14 1 0 0 1

製　造　業 11 10 6 0 3 0 1 1 0 0 1

卸 小 売 業 24 18 6 3 4 0 5 6 0 2 4

サービス業 33 26 9 7 1 2 7 7 0 1 6

そ　の　他 21 17 5 2 1 0 9 4 0 0 4

合　　　計 119 100 31 16 14 3 36 19 0 3 16

84.0% - - - - - 16.0% - - -

　週休２日制を「実施している」事業所は１００社で、うち「完全実施｣が３１社、
「隔週」が１６社、「月２回」が１４社、「月３回」が３社、「その他」が３６社と
なっています。
　また、「実施していない」事業所は１９社となっています。

割合

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

実
施
し
て
い
る

実
施
し
て
い
な
い

内　　訳内　　　　　訳

週　休　２　日　制

29

10

18

26

17

1

1

6

7

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小 売業

サービス業

そ の 他

週休２日制の実施状況 単位：社

実施している 実施していない
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２１．祝日（正規従業員）

祝日について

社 社 社 社

建　設　業 29 18 6 5 ※祝日欄内「その他」の内容

製　造　業 11 4 5 2 ・会社カレンダーによる

卸 小 売 業 22 10 6 6 ・シフト制

サービス業 33 19 5 9

そ　の　他 21 8 5 8

合　　　計 116 59 27 30

50.9% 23.3% 25.9%

54 30 44

42.2% 23.4% 34.4%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
　ない場合があります。

　祝日については、「全部休み」が５９社、「一部休み」が２７社となっています。ま
た、「その他」は３０社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「全部休み」とする事業者は８．７％増加してい
ます。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

そ
の
他

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

祝　日

全
部
休
み

一
部
休
み

割　合

18

4

10

19

8

6

5

6

5

5

5

2

6

9

8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

祝日について

全部休み 一部休み その他

単位：社
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２２．平成２６・２７年度における労働条件改善（正規従業員）

≪勤務時間の短縮≫

≪超過勤務の削減≫

≪祝日の休日化≫

平成２６・２７年度における労働条件改善

実
施
済
み

実
施
予
定

検
討
中

予
定
な
し

実
施
済
み

実
施
予
定

検
討
中

予
定
な
し

実
施
済
み

実
施
予
定

検
討
中

予
定
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 27 3 1 6 17 7 0 10 10 18 1 3 3

製　造　業 10 2 1 2 5 3 1 2 4 4 0 2 4

卸 小 売 業 23 6 0 2 14 8 2 8 3 9 0 3 11

サービス業 31 8 0 2 20 9 0 6 15 18 0 2 11

そ　の　他 21 5 0 6 10 8 0 8 5 10 0 2 9

合　　　計 112 24 2 18 66 35 3 34 37 59 1 12 38

21.8% 1.8% 16.4% 60.0% 32.1% 2.8% 31.2% 33.9% 53.6% 0.9% 10.9% 34.5%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
　ない場合があります。

  祝日の休日化を「実施済み」もしくは「実施予定」としている事業所は、１１２社中
６０社となっています。

  超過勤務の削減を「実施済み」もしくは「実施予定」としている事業所は、１１２社
中３８社となっています。

　勤務時間の短縮を「実施済み」もしくは「実施予定」としている事業所は、１１２社
中２６社となっています。

割　合

勤務時間の短縮 超過勤務の削減 祝日の休日化

区　　分

事
　
業
　
所
　
数
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年次有給休暇制度

1年 3年 5年 7年 10年 15年 20年 30年

社 社 ％ 日 日 日 日 日 日 日 日 日 社

建　設　業 29 22 75.9 10.9 14.9 16.9 19.7 19.9 21.6 21.3 21.5 28.9 7

製　造　業 12 11 91.7 11.1 13.8 17.1 19.6 20.0 20.0 20.0 20.0 21.0 1

卸 小 売 業 23 21 91.3 11.1 13.1 15.7 17.4 18.4 19.0 18.9 18.9 22.3 2

サービス業 33 32 97.0 10.2 13.6 16.6 18.7 19.0 19.3 19.4 19.4 21.0 1

そ　の　他 21 21 100.0 10.6 14.1 18.8 21.1 21.6 21.9 22.0 22.0 24.8 0

平　　　均 118 107 90.7 10.7 13.9 17.0 19.2 19.7 20.3 20.3 20.3 23.8 11

90.7% - - - - - - - - - - 9.3%

111 78.2 10.5 12.9 16.1 18.5 19.2 19.7 19.6 - 21.5 16

87.4% - - - - - - - - - - 12.6%

※H25調査時平均

※H25調査時割合

割合

２３．労働基準法により付与が義務づけられている年次有給休暇の付与日数

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

付
与
し
て
い
る

付
与
し
て
い
な
い

勤　　　続　　　年　　　数

内　　　　　　　　　　　訳

最高
付与
日数

　年次有給休暇を付与している事業所は１１８社のうち１０７社で、勤続年数別平均付
与日数は、１年目で１０．７日、３年目で１３．９日、５年目で１７．０日などとなっ
ています。また、年次有給休暇を付与していない事業所は１１社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「付与している」と回答した事業所は３．３％増
加しています。
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２４．定年制

定年制

内容

社 社 歳 社

建　設　業 30 23 61 7

製　造　業 12 10 61 2

卸 小 売 業 24 19 61 5

サービス業 34 28 61 6

そ　の　他 23 19 61 4

合　　　計 123 99 61 24 80.49%

80.5% - 19.5%

100 - 40 ######

71.4% - 28.6%

　定年制を実施している事業所は１２３社のうち９９社で、定年制を実施していな
い事業所は２４社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、定年制を実施している事業所は９．１％増加
しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割合

あ
る

な
い年

齢

事
業
所
数

区　　分

23

10

19

28

19

7

2

5

6

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

定年制の有無

ない

単位：社

ある
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２５．高年齢者の６５歳までの安定した雇用の確保を目的とした高年齢者雇用安定法

　　　への対応

高年齢者雇用安定法への対応

社 社 社 社 社 社

建　設　業 28 18 2 5 0 3 18 7 3

製　造　業 12 8 1 2 1 0 8 4 0

卸 小 売 業 22 18 1 2 0 1 18 3 1

サービス業 33 23 1 7 1 1 23 9 1

そ　の　他 23 18 0 4 0 1 18 4 1

合　　　計 118 85 5 20 2 6

93.4% - - - 6.6%

　１１８社のうち、高年齢者雇用安定法に対応済みの事業所は８５社となっています。

割合

定
年
年
齢
の

引
き
上
げ

継
続
雇
用
制

度
を
導
入

定
年
制
度
を

廃
止

対
応
済
み
で
あ
る

対応する予定である 対
応
す
る
予
定
は

な
い

事
業
所
数

区　　分

18

8

18

23

18

7

4

3

9

4

3

0

1

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

高年齢者雇用安定法への対応

対応済みである 対応する予定である 対応する予定はない

単位：社
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２６．退職金制度

退職金制度（複数回答）

社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 30 25 7 1 11 17 1 0 5

製　造　業 12 10 5 0 3 1 1 0 2

卸 小 売 業 24 21 14 3 3 1 1 2 3

サービス業 34 26 13 2 11 0 3 3 8

そ　の　他 22 20 11 0 6 1 1 2 2

合　　　計 122 102 50 6 34 20 7 7 20 83.61%

83.6% - - - - - - 16.4%

114 53 9 42 19 6 8 24 ######

82.6% - - - - - - 17.4%

　平成２５年度調査時と比較すると、退職金制度のある事業所は１．０％増加していま
す。

事
業
所
数

区　　分

　退職金制度のある事業所は、１２２社のうちの１０２社となっています。

な
い

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割合

そ
の
他

あ
る

内　　容

自
社
独
自

特
退
共

中
退
共

建
退
共

慣
例
等

25

10

21

26

20

5

2

3

8

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

退職金制度

ある ない

単位：社
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２７．今後の高齢者の雇用

今後の高齢者の雇用

社 社 社 社

建　設　業 30 1 26 3

製　造　業 12 0 11 1

卸 小 売 業 24 1 22 1

サービス業 33 6 26 1

そ　の　他 21 5 13 3

合　　　計 120 13 98 9

10.8% 81.7% 7.5%

　今後の高齢者の雇用について、「現状維持」の９８社が一番多く、次いで「増やした
い」が１３社、「減らしたい」が９社となっています。

割合

増
や
し
た
い

現
状
維
持

減
ら
し
た
い

事
業
所
数

区　　分

1

0

1

6

5

26

11

22

26

13

3

1

1

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

今後の高齢者の雇用

増やしたい 現状維持 減らしたい

単位：社
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２８．生理休暇制度

≪生理休暇制度≫

≪正規従業員による生理休暇制度の利用状況≫

生理休暇制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給

一
部
有
給

無
給

近
く
実
施
予
定

検
討
中

実
施
予
定
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 28 12 6 3 3 3 2 0 1 13 0 3 10

製　造　業 8 7 0 1 6 0 0 0 0 1 0 0 1

卸 小 売 業 24 6 1 0 5 3 2 0 1 15 0 4 11

サービス業 33 19 6 2 11 4 0 2 2 10 0 3 7

そ　の　他 22 11 3 1 7 3 3 0 0 8 1 1 6

合　　　計 115 55 16 7 32 13 7 2 4 47 1 11 35
47.8% - - - 11.3% - - - 40.9% - - -

64 - - - 23 - - - 49 - - -
47.1% - - - 16.9% - - - 36.0% - - -

正規従業員による生理休暇制度の利用状況

取
得
人
数

取
得
日
数

社 人 日

建　設　業 28 4 7

製　造　業 8 0 0

卸 小 売 業 24 0 0

サービス業 33 0 0

そ　の　他 22 0 0

合計 115 4 7

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

生理休暇制度

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

割　合

　生理休暇制度は１１５社のうち、「あり」が５５社、「正規従業員のみあり」が１
３社、「なし」が４７社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「あり」と回答した事業所は０．７％増加、「
正規従業員のみあり」と回答した事業所は５．６％減少しています。

　正規従業員による生理休暇制度の利用状況は、合計取得人数は４人、合計取得日数
は７日となっています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

条件条件

正規従業員のみありあり なし

条件

12

7

6

19

11

55

3

0

3

4

3

13

13

1

15

10

8

47

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

合 計

生理休暇制度

あり 正規従業員のみ なし

単位：社
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２９．産前産後休暇制度

≪産前産後休暇制度≫

≪正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況≫

産前産後休暇制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給

一
部
有
給

無
給

近
く
実
施
予
定

検
討
中

実
施
予
定
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 27 11 1 1 9 5 1 1 3 11 0 2 9

製　造　業 10 8 0 0 8 1 0 0 1 1 0 0 1

卸 小 売 業 24 11 2 1 8 4 1 0 3 9 1 4 4

サービス業 35 21 2 4 15 6 1 1 4 8 0 3 5

そ　の　他 22 15 2 2 11 4 0 0 4 3 1 1 1

合　　　計 118 66 7 8 51 20 3 2 15 32 2 10 20
55.9% - - - 16.9% - - - 27.1% - - -

67 - - - 24 - - - 45 - - -
49.3% - - - 17.6% - - - 33.1% - - -

正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況

取
得
人
数

取
得
日
数

社 人 日

建　設　業 27 0 0

製　造　業 10 2 98

卸 小 売 業 24 5 218

サービス業 35 7 102

そ　の　他 22 6 196

合計 118 20 614

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

休暇制度

産前産後

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があります。

　産前産後休暇制度は１１８社のうち、「あり」が６６社、「正規従業員のみあり」
が２０社、「なし」が３２社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「あり」と回答した事業所は６．６％増加、「
正規従業員のみあり」と回答した事業所は０．７％減少しています。

　正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況は、合計取得人数は２０人、合計取
得日数は６１４日となっています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

条件

なし

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

条件 条件

正規従業員のみありあり

11

8

11

21

15

66

5

1

4

6

4

20

11

1

9

8

3

32

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

合 計

産前産後休暇制度
単位：社

あり 正規従業員のみ なし
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３０．育児休業制度

≪育児休業制度≫

≪正規従業員による育児休業制度の利用状況≫

育児休業制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給

一
部
有
給

無
給

近
く
実
施
予
定

検
討
中

実
施
予
定
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 28 13 2 1 10 3 1 0 2 12 0 3 9

製　造　業 10 8 0 0 8 1 0 0 1 1 0 0 1

卸 小 売 業 23 10 1 2 7 5 0 0 5 8 0 4 4

サービス業 34 18 2 2 14 6 0 1 5 10 0 3 7

そ　の　他 22 13 1 1 11 5 0 0 5 4 1 1 2

合　　　計 117 62 6 6 50 20 1 1 18 35 1 11 23
53.0% - - - 17.1% - - - 29.9% - - -

62 - - - 22 - - - 53 - - -
45.3% - - - 16.1% - - - 38.7% - - -

正規従業員による育児休業制度の利用状況

取
得
人
数

（

男
）

取
得
人
数

（

女
）

取
得
日
数

（

男
）

取
得
日
数

（

女
）

社 人 人 日 日

建　設　業 28 0 0 0 0

製　造　業 10 0 2 0 365

卸 小 売 業 23 0 5 170 300

サービス業 34 1 9 0 1,144

そ　の　他 22 0 4 0 292

合計 117 1 20 170 2,101

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

条件 条件

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

条件

正規従業員のみありあり

育児休業制度

割　合

※H25調査時合計

※H25調査時割合

なし

　育児休業制度は１１７社のうち、「あり」が６２社、「正規従業員のみあり」が２
０社、「なし」が３５社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「あり」と回答した事業所は７．７％増加、「
正規従業員のみあり」と回答した事業所は１．０％増加しています。

　正規従業員による育児休業制度の利用状況は、合計取得人数は男性が１人、女性が
２０人、合計取得日数は男性が１７０日、女性が２，１０１日となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があります。

13

8
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18

13

62

3

1

5

6

5

20

12

1

8

10

4

35

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

合 計

育児休業制度 単位：社

あり 正規従業員のみ なし
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３１．育児時間制度

≪育児時間制度≫

≪正規従業員による育児時間制度の利用状況≫
　正規従業員による育児時間制度の利用実績はありませんでした。

育児時間制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給

一
部
有
給

無
給

近
く
実
施
予
定

検
討
中

実
施
予
定
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 28 12 4 0 8 2 0 0 2 14 0 3 11

製　造　業 9 7 0 0 7 1 0 0 1 1 0 0 1

卸 小 売 業 23 8 1 0 7 2 0 0 2 13 1 5 7

サービス業 33 17 2 2 13 6 1 1 4 10 0 3 7

そ　の　他 21 13 2 1 10 4 2 0 2 4 0 2 2

合　　　計 114 57 9 3 45 15 3 1 11 42 1 13 28
50.0% - - - 13.2% - - - 36.8% - - -

55 - - - 22 - - - 56 - - -
41.4% - - - 16.5% - - - 42.1% - - -

正規従業員による育児時間制度の利用状況

取
得
人
数

（

男
）

取
得
人
数

（

女
）

取
得
日
数

（

男
）

取
得
日
数

（

女
）

社 人 人 日 日

建　設　業 28 0 0 0 0

製　造　業 9 0 0 0 0

卸 小 売 業 23 0 0 0 0

サービス業 33 0 0 0 0

そ　の　他 21 0 0 0 0

合計 114 0 0 0 0

　育児休業制度は１１４社のうち、「あり」が５７社、「正規従業員のみあり」が１
５社、「なし」が４２社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「あり」と回答した事業所は８．６％増加、「
正規従業員のみあり」と回答した事業所は３．３％減少しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

育児時間制度

割　合

条件 条件

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

条件

正規従業員のみありあり なし

12

7

8

17

13

57

2

1

2

6

4

15

14

1

13

10

4

42

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

合 計

育児時間制度 単位：社

あり 正規従業員のみ なし
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３２．介護休業制度

≪介護休業制度≫

≪正規従業員による介護休業制度の利用状況≫

介護休業制度

有
給

一
部
有
給

無
給

有
給

一
部
有
給

無
給

近
く
実
施
予
定

検
討
中

実
施
予
定
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 28 11 1 0 10 3 1 0 2 14 0 3 11

製　造　業 8 6 0 0 6 1 0 0 1 1 0 1 0

卸 小 売 業 22 8 0 1 7 3 0 0 3 11 2 3 6

サービス業 31 15 1 0 14 8 0 2 6 8 0 3 5

そ　の　他 22 11 1 1 9 4 1 0 3 7 0 1 6

合　　　計 111 51 3 2 46 19 2 2 15 41 2 11 28
45.9% - - - 17.1% - - - 36.9% - - -

正規従業員による介護休業制度の利用状況

取
得
人
数

（

男
）

取
得
人
数

（

女
）

取
得
日
数

（

男
）

取
得
日
数

（

女
）

社 人 人 日 日

建　設　業 28 0 0 0 0

製　造　業 8 0 1 0 30

卸 小 売 業 22 0 0 0 0

サービス業 31 0 2 0 96

そ　の　他 22 0 0 0 0

合計 111 0 3 0 126

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

あり

割　合

条件

正規従業員のみあり

介護休業制度

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があります。

　介護休業制度は１１１社のうち、「あり」が５１社、「正規従業員のみあり」が１
９社、「なし」が４１社となっています。

　正規従業員による介護休業制度の利用状況は、合計取得人数は男性が０人、女性が
３人、合計取得日数は男性が０日、女性が１２６日となっています。

区　　分

事
　
業
　
所
　
数

条件 条件

なし

11

6

8

15

11

51

3

1

3

8

4

19

14

1

11

8

7

41

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

合 計

介護休業制度
単位：社

あり 正規従業員のみ なし
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３３．男女雇用機会均等法

男女雇用機会均等法の認知度

社 社 社

建　設　業 29 29 0

製　造　業 12 12 0

卸 小 売 業 24 24 0

サービス業 35 34 1

そ　の　他 22 21 1

合　　　計 122 120 2 98.36%

98.4% 1.6%

129 2 #DIV/0!

98.5% 1.5%

　男女雇用機会均等法については、１２２社中９８．４％に当たる１２０社が「知っ
ている」と回答しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

事
業
所
数

区　　分

29

12

24

34

21

0

0

0

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

男女雇用機会均等法の認知度

知っている 知らない

単位：社
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３４．事業所内で女性が占める役職者（係長以上）の割合

係長以上の役職者に占める女性の割合

社 人 人 ％
女性役職
者

男性役職
者

建　設　業 19 79 8 10.1 8 71

製　造　業 9 84 7 8.3 7 77

卸 小 売 業 18 230 19 8.3 19 211

サービス業 27 198 46 23.2 46 152

そ　の　他 20 159 30 18.9 30 129

合　　　計 93 750 110 14.7

全
体
役
職
者

女
性
役
職
者

女
性
の
割
合

　係長以上の役職者に占める女性の割合は、１４．７％となっています。

事
業
所
数

区　　分

8

7

19

46

30

71

77

211

152

129

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

役職者（係長以上）の男女別人数

女性 男性

単位：人
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３５．女性の就業に関し取っている措置

女性の就業に関し取っている措置（複数回答）

社 社 社 社 社

建　設　業 21 15 9 11 0

製　造　業 8 8 4 3 0

卸 小 売 業 21 19 8 2 1

サービス業 30 20 9 8 3

そ　の　他 17 13 10 7 2

合　　　計 97 75 40 31 6

49.3% 26.3% 20.4% 3.9%

77 42 42 11

44.8% 24.4% 24.4% 6.4%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
　い場合があります。

　女性の就業に関し取っている措置としては「セクシャルハラスメントの防止」が７５
社、「母性健康管理に関する措置」が４０社、「深夜業に従事する女性に対する処置」
が３１社、「その他」が６社となっています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

セ
ク
シ
ャ

ル
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
の
防
止

母
性
健
康
管
理
に

関
す
る
措
置

深
夜
業
に
従
事
す
る

女
性
に
対
す
る
処
置

そ
　
の
　
他

事
業
所
数

区　　分

15

8

19

20

13

9

4

8

9

10

11

3

2

8

7

0

0

1

3

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

女性の就業に関し取っている措置

セクシャルハラスメント

の防止
母性健康管理に関す

る措置

深夜業に従事する女

性に対する処置
その他

単位：社
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３６．セクシャルハラスメントの苦情への対応

≪セクシャルハラスメントの苦情に対応する窓口≫

≪平成２７年１月～１２月のセクシャルハラスメントに関する苦情の受付状況≫

セクシャルハラスメントの苦情への対応状況

社 社 社 社 社 社

建　設　業 27 7 5 15 1 26

製　造　業 11 6 1 4 0 11

卸 小 売 業 24 11 1 12 0 23

サービス業 34 12 4 18 1 32

そ　の　他 22 12 0 10 1 20

合　　　計 118 48 11 59 3 112

40.7% 9.3% 50.0% 2.6% 97.4%

50 9 72 2 130

38.2% 6.9% 55.0% 1.5% 98.5%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

　相談窓口を設置している事業所は４８社、検討中の事業所は１１社であり、設置済
みと検討中の事業所を合せると全体の５０．０％の５９社となります。

　実際にセクシャルハラスメントに関する苦情を受け付けた事業所は３社となってい
ます。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

区　　分

事
業
所
数

セクシャル
ハラスメン
ト苦情相談

な
　
　
　
い

あ
　
　
　
る

あ
　
　
　
る

設
置
を
検
討
中

な
　
　
　
い

セクシャルハラ
スメントの苦情
相談窓口の設置

7

6

11

12

12

5

1

1

4

0

15

4

12

18

10

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

セクシャルハラスメントの苦情に対応する窓口

ある 設置を検討中 ない

単位：社
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３７．男女共同参画のための積極的改善措置（ポジティブアクション）

男女共同参画のための積極的改善措置（ポジティブアクション）

※ポジティブアクションとは

社 社 社 社

建　設　業 27 2 5 20

製　造　業 11 2 1 8

卸 小 売 業 24 8 4 12

サービス業 34 5 5 24

そ　の　他 21 6 2 13

合　　　計 117 23 17 77

19.7% 14.5% 65.8%

18 20 88

14.3% 15.9% 69.8%

　全体の１９．７％に当たる２３社が既に男女共同参画のための積極的改善措置（ポジ
ティブアクション）を行っており、１４．５％に当たる１７社が実施を検討中となって
います。
　平成２５年度調査時と比較すると、「実施」と回答した事業所は５．４％増加してい
ます。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

#DIV/0!

19.66%

実
施

検
討
中

未
実
施

割　合

事
業
所
数

区　　分

　社会的・構造的な差別によって不利益を
被っている者に対して、一定の範囲で特別
の機会を提供することなどにより、実質的
な機会均等を実現することを目的として講
じる暫定的な措置のことをいいます。
　男女共同参画の観点からは、社員の一定
割合を女性にする、女性を管理職に積極的
に登用するなどの取り組みが行われていま
す。

2

2

8

5

6

5

1

4

5

2

20

8

12

24

13

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

男女共同参画のための積極的改善措置

（ポジティブアクション）

その他 実施を検討

中
未実施

単位：社
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３８．登別市が男女共同参画社会を実現するために策定した登別市男女共同参画基本計

　　　画のぼりべつはぁもにいプラン２１

のぼりべつはぁもにいプラン２１について

社 社 社

建　設　業 28 7 21

製　造　業 11 4 7

卸 小 売 業 23 3 20

サービス業 35 13 22

そ　の　他 22 5 17

合　　　計 119 32 87 ####

26.9% 73.1% ####

34 97

26.0% 74.0%

　全体の２６．９％の３２社が「のぼりべつはぁもにいプラン２１」を知っていると回
答しています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「知っている」と回答した事業所は０．９％増加
しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

知
ら
な
い

知
っ

て
い
る

事
業
所
数

区　　分

7

4

3

13

5

21

7

20

22

17
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建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

のぼりべつはぁもにいプラン２１について

知っている 知らない

単位：社
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３９．女性活躍推進法に定められている行動計画策定について

行動計画の策定状況

社 社 社 社 社 社

建　設　業 26 1 1 2 4 18

製　造　業 9 3 0 0 0 6

卸 小 売 業 20 3 2 0 0 15

サービス業 32 2 0 5 2 23

そ　の　他 20 2 2 2 1 13

合　　　計 107 11 5 9 7 75

10.3% 4.7% 8.4% 6.5% 70.1%

予
定
は
な
い

事
業
所
数

区　　分

　女性活躍推進法に定められている「行動計画」を策定し公表しているのは、全体の１
０．３％に当たる１１社となっています。
　一方、全体の７０．１％に当たる７５社が行動計画の策定予定はないとしています。

割　合

策
定
し
公
表

し
て
い
る

策
定
中

状
況
把
握
・

課
題
分
析
中

策
定
等
を
予

定
し
て
い
る

1

3

3

2

2

1

0

2

0

2

2

0

0

5

2

4

0

0

2

1

18

6

15

23

13
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建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

行動計画の策定状況

策定し公表している 策定中 状況把握・課題分析中

策定等を予定している 予定はない

単位：社
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４０．正規従業員の平均勤続年月数

正規従業員の平均勤続年月数

社 年 月 年 月 男 女

建　設　業 29 13 0 11 5 156 137 4,529 2,877 156 137

製　造　業 7 21 0 17 9 252 213 1,762 1,066 252 213

卸 小 売 業 23 14 9 12 8 177 152 4,077 3,343 177 152

サービス業 24 13 9 11 5 165 137 3,628 3,145 165 137

そ　の　他 19 9 5 5 1 113 61 2,380 983 113 61

平均 102 13 11 11 6 173 140

事
業
所
数

区　　分
男
性

女
性

月
計

月
計

　平均勤続年月数は、男性が１３年１１カ月、女性が１１年６カ月となっています。

156

252

177

165

113

137

213

152

137

61

0 50 100 150 200 250 300

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

正規従業員の平均勤続年月数

男性 女性

単位：月
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４１．妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

社 社 社 社

建　設　業 27 8 6 13

製　造　業 11 3 0 8

卸 小 売 業 23 4 7 12

サービス業 30 6 9 15

そ　の　他 21 7 3 11

合　　　計 112 28 25 59

25.0% 22.3% 52.7%

　全体の２５．０％に当たる２８社が再雇用制度があるとしています。

あ
る

検
討
中

な
い

割　合

事
業
所
数

区　　分

8
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7

6

0

7

9

3

13

8

12

15

11

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

ある 検討中 ない

単位：社
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４２．今後の女性の雇用

今後の女性の雇用

社 社 社 社

建　設　業 27 3 24 0

製　造　業 12 5 7 0

卸 小 売 業 23 8 15 0

サービス業 32 7 25 0

そ　の　他 19 10 9 0

合　　　計 113 33 80 0

29.2% 70.8% 0.0%

事
業
所
数

区　　分

　全体の２９．２％に当たる３３社が、今後女性の雇用を増やしたいとしています。

増
や
し
た
い

現
状
維
持

減
ら
し
た
い

割　合

3

5

8

7

10

24

7

15

25

9

0

0

0

0

0
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サービス業

そ の 他

今後の女性の雇用

増やしたい 現状維持

単位：社

減らしたい
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４３．パートタイマーを採用している理由

パートタイマーを採用している理由（２つまで選択）

事
業
所
数

社

建　設　業 11
製　造　業 10
卸 小 売 業 21
サービス業 26
そ　の　他 11
合　　　計 79

４４．パートタイマーの募集方法

パートタイマー採用で最も多く利用している方法

社

建　設　業 13
製　造　業 9
卸 小 売 業 21
サービス業 26
そ　の　他 12
合　　　計 81

※その他（パートタイマー）の内容 ※その他（正規従業員）の内容
・再雇用 ・社員の知人

・マイナビなど
・学校に依頼
・社内昇格

3

5

0

5

2

0

11.3%

社 社

7 0 0 0

0 2
1 0

0 1

2 311 1

0

9.3% 17.2% 36.4%

2
1
1
4

1
1

1

18

6

区　　分

18 13 13 14 41 6

職
業
安
定

所
に
依
頼

知
人
・
友

人
・
親
戚

に
依
頼

広
告
・
新

聞
折
込

そ
の
他

パートタイマー

15.7% 11.3% 11.3% 12.2% 35.7% 5.2%

6.0%
955261417

2 1
0 1

事
業
所
数

（参考）正規従業員

職
業
安
定

所
に
依
頼

知
人
・
友

人
・
親
戚

に
依
頼

2

7 3
6.1% 2.6%

5.3%

広
告
・
新

聞
折
込

そ
の
他

社 社

88
5.3%

14
割　合

9.3%

3 1
3 3 2 1 4 2 2 0
3 5 2 5 16 3

2 2 2 6 0

7 2 5 4 10
15
0

0 0
2 1 2 2

区　　分

雇
用
調
整
が

容
易

人
件
費
が
割

安 そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社

一
般
労
働
者

の採
用
が
困
難

忙
し
い
時
期

だ
け
雇
用

仕
事
の
内
容

が
パ
ー

ト
で

間
に
合
う

再
雇
用
・
勤

務
延
長
と
し

て 資
格
・
技
能

者
が
必
要

3

割　合 71.6% 17.3% 4.9% 6.2%

0
0
14 349 3

4
12

592456

20

4.9% 4.9% 9.8%
6

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があります。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があります。

　採用理由については、「仕事の内容がパートで間に合う」が４１社、「雇用調整が
容易」が１８社、「人件費が割安」が１４社、「一般労働者の採用が困難」と「忙し
い時期だけ雇用」が１３社の順となっています。

　最も多く利用している募集方法は、「職業安定所に依頼」が５８社と最も多く、次
いで「知人・友人・親戚に依頼」１４社となっています。

※H25調査時合計
※H25調査時割合

※H25調査時合計
※H25調査時割合

6 2

社 社

59.6% 25.5% 9.6% 5.3%

80.3%

社社

0

710
58

10

-51 -



４５．パートタイマーの雇用契約の方法

パートタイマーの雇用契約の方法

雇
入
通
知
書
等

書
面
に
よ
る

法
定
の
雇
用
条

件
通
知
の
み

口
頭
契
約
の
み

雇
入
通
知
書
等

書
面
に
よ
る

法
定
の
雇
用
条

件
通
知
の
み

口
頭
契
約
の
み

社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 15 13 1 1 9 1 0

製　造　業 11 10 1 0 5 1 1

卸 小 売 業 20 17 1 2 11 3 0

サービス業 28 22 2 4 16 0 3

そ　の　他 14 12 1 1 9 1 0

合　　　計 88 74 6 8 50 6 4 84.09%

84.1% 6.8% 9.1% 83.3% 10.0% 6.7% #DIV/0!

76 4 17

78.4% 4.1% 17.5%

　雇用契約の方法については、８８社のうち、「雇入通知書等書面による」が７４社、
「口頭契約のみ」が８社、「法定の雇用条件通知のみ」が６社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「雇入通知書等書面による」と回答した事業所は
５．７％増加しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

区　　分

（参考）正規従業員

事
業
所
数

パートタイマー

割　合

13

10

17

22

12

1

1

1

2

1

1

0

2

4

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの雇用契約の方法

雇入通知書

等書面による

法定の雇用条

件通知のみ
口頭契約のみ

単位：社
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４６．パートタイマーの雇用期間の定め

パートタイマーの雇用期間の定め

２
カ

月
未
満

２
カ

月
以
上

６
カ
月
未
満

６
カ

月
以
上

１
年
未
満

１
年
以
上

社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 16 2 0 0 2 0 7 7

製　造　業 11 3 0 0 3 0 4 4

卸 小 売 業 22 9 1 2 3 3 4 9

サービス業 28 14 0 1 9 4 6 8

そ　の　他 13 8 0 2 3 3 2 3

合　　　計 90 36 1 5 20 10 23 31

40.0% - - - - 25.6% 34.4%

34 1 9 11 14 28 35

35.1% - - - - 28.9% 36.1%

　パートタイマーの雇用期間を「全員一律」と定めている事業所は３６社で、内訳を見
ると、「６カ月以上１年未満」が２０社、「１年以上」が１０社、「２ヶ月以上６ヵ月
未満」が５社、「２ヶ月未満」が１社となっています。
　また、「各人によって異なる」が２３社、「定めがない」が３１社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
　ならない場合があります。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

定
め
が
な
い

区　　分

内　　　　　訳

事
業
所
数

全
 
員
 
一
 
律

各
人
に
よ
っ

て

異
な
る

全員一律 各人異なる 定めがない

2

3

9

14

8

7

4

4

6

2

7

4

9

8

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの雇用期間の定め 単位：社
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４７．パートタイマーの就業規則

パートタイマーの就業規則

社 社 社 社 社

建　設　業 16 10 1 3 2

製　造　業 11 5 1 5 0

卸 小 売 業 22 13 1 7 1

サービス業 28 10 5 11 2

そ　の　他 14 4 2 6 2

合　　　計 91 42 10 32 7

46.2% 11.0% 35.2% 7.7%

40 7 34 23

38.5% 6.7% 32.7% 22.1%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
　場合があります。

　パートタイマーの就業規則については、「一般の就業規則を準用」「一般の就業規則に
パートを追加」「パートだけの就業規則」を合わせた８４社で何らかの就業規則がありま
す。
　平成２５年度調査時と比較すると、「作成していない」と回答した事業所は１４．４％
減少しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

一
般
の
就
業
規
則
を

準
用

一
般
の
就
業
規
則
に

パ
ー

ト
を
追
加

パ
ー

ト
だ
け
の
就
業

規
則

作
成
し
て
い
な
い

事
業
所
数

区　　分

10

5

13

10

4

1

1

1

5

2

3

5

7

11

6

2

0

1

2

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの就業規則

一般の就業規則を準用
一般の就業規則に

パートを追加

パートだけの就業規則 作成していない

単位：社
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４８．パートタイマーの主な仕事

パートタイマーの主な仕事

社 社 社 社 社

建　設　業 16 2 6 7 1 ※その他の内容

製　造　業 11 2 7 1 1 ・掃除、お茶入れ

卸 小 売 業 22 8 7 7 0 ・経理総務

サービス業 28 9 9 9 1

そ　の　他 13 6 2 5 0

合　　　計 90 27 31 29 3

30.0% 34.4% 32.2% 3.3%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
　場合があります。

　パートタイマーの主な仕事については、「パートタイマー主体の単純労働や補助的仕事」
が３１社で最も多く、次いで「正規従業員の補助的な仕事」が２９社となっています。

割　合

正
規
従
業
員
と
ほ
ぼ

同
じ

パ
ー

ト
タ
イ
マ
ー

主

体
の
単
純
労
働
や
補

助
的
仕
事

正
規
従
業
員
の
補
助

的
な
仕
事

そ
　
　
の
　
　
他

事
業
所
数

区　　分

2

2

8

9

6

6

7

7

9

2

7

1

7

9

5

1

1

0

1

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの主な仕事

正規従業員とほぼ同じ 単純労働や補助的仕事

正規従業員の補助的な仕事 その他

単位：社
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４９．パートタイマーの時間外勤務

パートタイマーの時間外勤務

５
時
間
未
満

５
～

　
時
間
未
満

　
時
間
以
上

社 社 人 人 人 社

建　設　業 12 2 2 0 0 10

製　造　業 10 7 22 19 26 3

卸 小 売 業 22 12 23 33 1 10

サービス業 28 10 42 0 0 18

そ　の　他 13 5 7 21 2 8

合　　　計 85 36 96 73 29 49 42.35%

42.4% - - - 57.6%

45 149 33 10 50 #DIV/0!

47.4% - - - 52.6%

　パートタイマーの時間外勤務については、８５社中３６社が「ある」と回答し、週あた
りの時間は「５時間未満」が９６人と最も多くなっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「ある」と回答した事業所は５．０％減少していま
す。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

あ
る

な
い

内訳（週あたり）

事
業
所
数

区　　分 10

10

2

7

12

10

5

10

3

10

18

8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの時間外勤務

ある ない

単位：社
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５０．パートタイマーの解雇の際の対応状況

パートタイマーの解雇の際の対応状況

　
日
以
前
の
予
告
又
は

日
日
分
以
上
の
解
雇
予

告
手
当
を
支
給

　
日
未
満
の
予
告
又
は
若

干
の
解
雇
予
告
手
当
を
支
給

予
告
な
く
、

解
雇
予
告

手
当
の
支
給
な
し

　
日
以
前
の
予
告
又
は

日
日
分
以
上
の
解
雇
予

告
手
当
を
支
給

　
日
未
満
の
予
告
又
は
若

干
の
解
雇
予
告
手
当
を
支
給

予
告
な
く
、

解
雇
予
告

手
当
の
支
給
な
し

社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 15 15 0 0 6 0 0

製　造　業 11 11 0 0 4 0 0

卸 小 売 業 16 14 2 0 10 0 0

サービス業 23 22 1 0 15 0 0

そ　の　他 12 12 0 0 8 0 0

合　　　計 77 74 3 0 43 0 0

96.1% 3.9% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

73 9 3

85.9% 10.6% 3.5%

#DIV/0!

96.10%

割　合

　パートタイマーを解雇する方法については、労働基準法に従った「３０日以前の予告又
は３０日分以上の解雇予告手当を支給」が７４社と最も多くなっており、平成２５年度調
査時と比較すると、１０．２％増加しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

パートタイマー （参考）正規従業員

区　　分

事
業
所
数

303030303030

15

11

14

22

12

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの解雇の際の対応状況

30日以前の予告又は30

日分以上の解雇予告手

当を支給

30日未満の予告又は若

干の解雇予告手当支給
予告なく、解雇予告・手

当の支給なし

単位：社
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５１．パートタイマーの職種、勤続年数

≪職　種≫

≪勤続年数≫

パートタイマーの職種、勤続年数

一
　
般
　
事
　
務

製
　
造
　
作
　
業

販
売
・
サ
ー

ビ
ス

専
　
門
　
技
　
術

そ
　
　
の
　
　
他

不
　
　
　
　
明

計

２
カ
月
未
満

２
カ
月
以
上

６
カ
月
未
満

６
カ
月
以
上

１
年
未
満

１
年
以
上

３
年
未
満

３
年
以
上

不
　
　
　
　
明

計

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 11 7 2 0 2 4 0 15 0 1 3 3 7 1 15

製　造　業 8 7 52 3 5 0 0 67 3 2 7 2 53 0 67

卸 小 売 業 20 20 149 135 4 1 0 309 14 22 26 63 159 25 309

サービス業 23 15 0 74 135 456 43 723 25 83 71 120 424 0 723

そ　の　他 11 12 0 32 34 25 0 103 2 2 28 30 41 0 103

合　　　計 73 61 203 244 180 486 43 1,217 44 110 135 218 684 26 1,217

5.0% 16.7% 20.0% 14.8% 39.9% 3.5% 100.0% 3.6% 9.0% 11.1% 17.9% 56.2% 2.1% 100.0%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

割　合

　パートタイマーの職種別従業員数については、「その他」が４８６人と最も多く、
次いで「販売・サービス」が２４４人となっています。
　また、業種別では、サービス業の「その他」が４５６人と最も多く、次いで卸小売
業の「製造作業」が１４９人となっています。

　パートタイマーの勤続年数については、「３年以上」が６８４人と最も多く、次い
で「１年以上３年未満」が２１８人となっています。
　また、業種別では、サービス業の「３年以上」が４２４人と最も多く、次いで卸小
売業の「３年以上」が１５９人となっています。

区　　分

事
業
所
数

職　　　 種 　　　別
従　　業　　員　　数

勤　続　年　数　別
従　  業　 員　 数

一 般 事 務

61

5.0%

製 造 作 業

203

16.7%

販売・サービス

244

20.0%
専 門 技 術

180

14.8%

そ の 他

486

39.9%

不 明

43

3.5%

パートタイマーの職種（全業種）

単位：人 ２カ月未満

44

3.6%

２カ月以上

６カ月未満

110

9.0%

６カ月以上

１年未満

135

11.1%

１年以上

３年未満

218

17.9%

３年以上

684

56.2%

不 明

26

2.1%

パートタイマーの勤続年数（全業種）
単位：人
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表５１－１

一般事務 製造作業 販売・サービス

専門技術 その他

7

7

20

15

12

2

52

149

0

0

0

3

135

74

32

2

5

4

135

34

4

0

1

456

25

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの職種（業種別）

0

3

14

25

2

1

2

22

83

2

3

7

26

71

28

3

2

63

120

30

7

53

159

424

41

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの勤続年数（業種別）

２カ月未満 ２カ月以上

６カ月未満
６カ月以上

１年未満

１年以上

３年未満 ３年以上
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５２．パートタイマーの勤務時間、勤務日数

≪１日の勤務時間≫

≪１週間の勤務日数≫

パートタイマーの勤務時間、勤務日数

３
時
間
未
満

３
時
間
以
上

５
時
間
未
満

５
時
間
以
上

７
時
間
未
満

７
時
間
以
上

８
時
間
未
満

８
時
間
以
上

不
　
　
　
明

計

２
日
以
内

３
　
　
日

４
　
　
日

５
　
　
日

６
　
　
日

そ
の
他

不
　
　
　
明

計

社 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

建　設　業 11 2 7 4 2 0 0 15 0 4 3 6 2 0 0 15

製　造　業 8 0 18 24 1 24 0 67 0 17 3 47 0 0 0 67

卸 小 売 業 20 5 125 100 66 8 5 309 26 10 128 96 5 2 42 309

サービス業 23 61 403 124 61 40 34 723 50 146 186 242 92 1 6 723

そ　の　他 11 22 22 20 37 2 0 103 5 9 14 59 14 2 0 103

合　　　計 73 90 575 272 167 74 39 1,217 81 186 334 450 113 5 48 1,217

7.4% 47.2% 22.4% 13.7% 6.1% 3.2% 100.0% 6.7% 15.3% 27.4% 37.0% 9.3% 0.4% 3.9% 100.0%割　合

　パートタイマーの１日の勤務時間については、｢３時間以上５時間未満」が５７５人
と最も多く、次いで５時間以上７時間未満」が２７２人となっています。

　パートタイマーの１週間の勤務日数については、｢５日」が４５０人と最も多く、次
いで｢４日」が３３４人となっています。

区　　分

事
業
所
数

勤 務 時 間（／日） 勤 務 日 数（／週）

３時間未満

90

7.4%

３時間以上

５時間未満

575

47.2%

５時間以上

７時間未満

272

22.4%

７時間以上

８時間未満

167

13.7%

８時間以上

74

6.1%

不 明

39

3.2%

パートタイマーの１日の勤務時間（全業種）

単位：人

２日以内

81

6.7%
３ 日

186

15.3%

４ 日

334

27.4%

５ 日

450

37.0%

６ 日

113

9.3%

その他

5

0.4%

不 明

48

3.9%

パートタイマーの１週間の勤務日数（全業種）

単位：人
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2

0

5

61

22

7

18

125

403

22

4

24

100

124

20

2

1

66

61

37

0

24

8

40

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの１日の勤務時間（業種別）

0

0

26

50

5

4

17

10

146

9

3

3

128

186

14

6

47

96

242

59

2

0

5

92

14

0

0

2

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの１週間の勤務日数（業種別）

3時間未満 3～5時間 5～7時間

7～8時間 8時間以上

2日以内 3日 4日

5日 6日 その他

単位：人

単位：人
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５３．パートタイマーの有給休暇制度

パートタイマーの有給休暇制度

社 社 日 社

建　設　業 13 8 9.0 5

製　造　業 10 8 10.0 2

卸 小 売 業 19 13 13.6 6

サービス業 26 19 13.2 7

そ　の　他 13 12 11.5 1

合　　　計 81 60 12.4 21

74.1% - 25.9%

59 11.1 38

60.8% - 39.2%

　正規従業員と同様に付与が義務づけられているパートタイマーの有給休暇について、
８１社のうち６０社が「ある」と回答し、年平均の付与日数は１２．４日となっていま
す。
　平成２５年度調査時と比較すると、「ある」と回答した事業所は１３．３％増加して
います。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

#DIV/0!

74.07%

（

年
平
均
）

ある

な
い

割　合

事
業
所
数

区　　分

ある ない

8

8

13

19

12

5

2

6

7

1
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建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの有給休暇制度 単位：社
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５４．パートタイマーの諸手当

パートタイマーの諸手当（複数回答）

社 社 件 件 件 件 件 件 件 件 社

建　設　業 13 11 11 0 0 1 0 0 1 0 2

製　造　業 10 6 6 1 0 0 0 1 1 0 4

卸 小 売 業 21 16 16 7 0 0 0 0 0 1 5

サービス業 26 20 19 0 0 1 0 2 0 2 6

そ　の　他 13 11 10 1 1 0 0 0 0 2 2

合　　　計 83 64 62 9 1 2 0 3 2 5 19 77.11%

77.1% - - - - - - - - 22.9%

76 69 2 3 1 0 2 5 13 23 #DIV/0!

76.8% - - - - - - - - 23.2%

※H25調査時合計

支
給
し
て
い
な
い

　パートタイマーの諸手当については、８３社中６４社が支給しており、内訳は「通勤手
当」が６２社と最も多くなっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「支給している」と回答した事業所は０．３％増加
しています。

※H25調査時割合

割　合

区　　分

支
給
し
て
い
る

内訳

燃
　
料
　
手
　
当

そ
　
の
　
他

通
　
勤
　
手
　
当

精
勤
・
皆
勤
手
当

勤
　
続
　
手
　
当

家
　
族
　
手
　
当

住
　
宅
　
手
　
当

食
　
事
　
手
　
当

事
業
所
数

13

10

21

26

13

2

4

5

6

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの諸手当

支給している 支給していない

単位：社
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５５．パートタイマーの諸制度

≪昇給制度・賞与・退職金≫

パートタイマーの諸制度

社 社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 13 8 5 12 7 5 12 3 9
製　造　業 10 3 7 10 2 8 10 0 10
卸 小 売 業 21 13 8 21 7 14 20 1 19
サービス業 25 13 12 26 7 19 25 1 24
そ　の　他 13 7 6 13 7 6 12 1 11
合　　　計 82 44 38 82 30 52 79 6 73
割　合 - 53.7% 46.3% - 36.6% 63.4% - 7.6% 92.4%

※H25調査時合計 98 51 47 100 30 70 100 8 92
※H25調査時割合 - 52.0% 48.0% - 30.0% 70.0% - 8.0% 92.0%

　パートタイマーの昇給制度については｢ある」が４４社、賞与については「支給してい
る」が３０社、退職金については「支給している」が６社となっており、平成２５年度
調査時と比較すると、それぞれ１．７％増加、６．６％増加、０．４％減少となってい
ます。

退 職 金賞　　与

区　　分
事
業
所
数

昇給制度

あ
る

支
給
し
て
い
な
い

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

支
給
し
て
い
る

な
い

事
業
所
数

事
業
所
数

8.00%

7.59%

30.00%

36.59%

52.04%

53.66%
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7
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7
7

7

5
8
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6
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そ の 他

賞与

3

0

1

1

1

9

10

19
24

11
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建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

退職金

支給している

支給していない

ある

ない

支給している

支給していない

単位：社

単位：社

単位：社
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５６．パートタイマーの社会保険加入状況

パートタイマーの社会保険加入状況

健
康
保
険

厚
生
年
金

雇
用
保
険

労
災
保
険

社 社 社 社 社 社 社 社

建　設　業 11 7 0 1 1 6 6 4

製　造　業 10 4 3 5 5 6 5 3

卸 小 売 業 21 10 9 11 11 14 15 2

サービス業 26 7 13 7 7 16 12 6

そ　の　他 11 4 5 8 8 9 7 2

合　　　計 79 32 30 32 32 51 45 17

40.5% 38.0% - - - - 21.5%

35 31 37 35 69 56 25

38.5% 34.1% - - - - 27.5%

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
な
　い場合があります。

　パートタイマーの労働・社会保険の加入状況については、「加入している」「人に
よって加入している」を合わせると６２社となっています。
　平成２５年度調査時と比較すると、「加入していない」と回答した事業所は６．０％
減少しています。

※H25調査時合計

※H25調査時割合

#DIV/0!

21.52%

加
入
し
て
い
な
い

加
入
し
て
い
る

人
に
よ
っ

て

加
入
し
て
い
る

加 入 の 内 訳
（複数回答）

割　合

事
業
所
数

区　　分

7

4

10

7

4

0

3

9

13

5

4

3

2

6

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの社会保険加入状況

加入している 人によって加入してい

る

加入していない

単位：社
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５７．パートタイマーの健康診断実施状況

パートタイマーの健康診断実施状況

社 社 社 社 社

建　設　業 13 0 0 10 3

製　造　業 10 0 3 4 3

卸 小 売 業 21 0 2 16 3

サービス業 26 0 4 15 7

そ　の　他 11 0 5 5 1

合　　　計 81 0 14 50 17 20.99%

0.0% 17.3% 61.7% 21.0%

2 14 45 37 #DIV/0!

2.0% 14.3% 45.9% 37.8%

定
期
健
康
診
断

を
実
施

　パートタイマーの健康診断については、「採用時に実施し、定期健康診断も実施」が
１４社、「定期健康診断を実施」が５０社となっています。
　また、「実施していない」が１７社となっており、平成２５年度調査時と比較すると
１６．８％減少しています。

実
施
し
て
い
な
い

※H25調査時合計

※H25調査時割合

割　合

採
用
時
に
実
施

し
、

定
期
健
康

診
断
も
実
施

採
用
時
の
み
実
施

事
業
所
数

区　　分

0

0

0

0

0

0

3

2

4

5

10

4

16

15

5

3

3

3

7

1
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建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの健康診断実施状況

採用時のみ実施
採用時に実施し、定

期健康診断も実施
定期健康診断を実施 実施していない

単位：社
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５８．パートタイマーの正規雇用への登用制度

パートタイマーの正規雇用への登用制度

社 社 社 社

建　設　業 11 2 4 5

製　造　業 9 2 2 5

卸 小 売 業 21 6 8 7

サービス業 27 3 12 12

そ　の　他 11 4 3 4

合　　　計 79 17 29 33

21.5% 36.7% 41.8%

　パートタイマーの正規雇用への登用制度については、「制度があり、実績もある」
が１７社、「制度があり、実績はない」が２９社、「制度がない」が３３社となって
います。

割　合

制
度
が
な
い

制
度
が
あ
り
、

実
績
も
あ
る

制
度
が
あ
り
、

実
績
は
な
い

事
業
所
数

区　　分

2

2

6

3

4

4

2

8

12

3

5

5

7

12

4
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建 設 業

製 造 業

卸小売業

サービス業

そ の 他

パートタイマーの正規雇用への登用制度

制度があり、実績もある 制度があり、実績はない 制度がない

単位：社
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